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○狭山市墓地等の経営の許可等に関する規則 

平成１５年３月２４日 

規則第４号 

改正 平成１７年９月３０日規則第３１号 

平成２０年１２月２５日規則第４０号 

平成２８年１月８日規則第２号 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号。以下「法」

という。）及び狭山市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成１５年条例第３号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（市長との協議） 

第２条 条例第３条第２項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）の協議書は、様式第１号とし、次に掲げる事項を記載しな

ければならない。 

（１）条例第７条第１項第１号から第５号まで又は第１０条第１項第１号から第６

号までに掲げる事項 

（２）標識の設置予定日 

（３）説明会の開催予定日 

（４）工事着手予定日及び工事完了予定日 

（５）条例第７条第１項又は第１０条第１項の申請書を市長に提出しようとする日

（以下「申請予定日」という。） 

２ 条例第３条第２項のその他必要な書類は、次に掲げるものとする。 

（１）宗教法人にあっては宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２５条第２

項第１号の規則の写し、墓地等の経営を目的とする公益社団法人又は公益財団法

人にあっては定款の写し 

（２）法人の登記事項証明書 

（３）墓地等の経営管理計画書及び財務に関する書類 

（４）墓地等を経営しようとする土地（以下「経営予定地」という。）の登記事項

証明書 
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（５）経営予定地の地積の測量図 

（６）経営予定地及び隣接地の公図の写し 

（７）墓地等の施設の案内図、配置図、建物の各階の平面図及び２面以上の立面図 

（８）墓地にあっては墳墓、緑地、通路等の設計図、納骨堂にあっては納骨装置の

設計図、火葬場にあっては火葬炉の設計図 

（９）既存の墓地等に係る前２号に掲げる書類（墓地の区域又は納骨堂若しくは火

葬場の施設を変更しようとする場合に限る。） 

（１０）墓地又は納骨堂にあってはその区域又は敷地の周囲からの距離が１００メ

ートルまでの区域の見取図、火葬場にあってはその敷地の周囲からの距離が３０

０メートルまでの区域の見取図 

（１１）墓地にあっては、墓地使用契約約款 

（１２）墓地又は納骨堂を経営しようとする宗教法人にあっては、墓地又は納骨堂

を使用する意思を有する者の名簿 

（１３）代理人が協議を行う場合にあっては、代理権を証する書類 

（１４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 条例第３条第２項の規則で定める日は、申請予定日から起算して１２０日前の日

とする。 

（一部改正〔平成２０年規則４０号〕） 

（標識の設置等） 

第３条 条例第４条第１項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の

標識（以下「標識」という。）は、様式第２号によるものとし、申請予定日から起

算して９０日前の日までに設置するものとする。 

２ 標識は、経営予定地が道路に接する部分（経営予定地が２以上の道路に接すると

きは、それぞれの道路に接する部分）に設置しなければならない。ただし、これに

より難いときは、市長が認める場所に設置することができる。 

３ 標識は、風雨等のため容易に破損し、又は倒壊しないように設置するとともに、

標識に表示された文字が不鮮明にならないように維持管理をしなければならない。 

４ 標識の記載内容に変更があったときは、遅滞なく、当該記載内容を書き換えなけ

ればならない。 

５ 条例第４条第２項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の規定

による届出は、様式第３号の標識設置届に次に掲げる書類を添付して行わなければ
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ならない。 

（１）標識を設置した場所が明示された図面 

（２）標識の設置の状況及び記載内容が分かる写真 

（説明会の開催等） 

第４条 条例第５条第１項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。第３

項において同じ。）の説明会は、申請予定日から起算して６０日前の日までに、次

に掲げる事項について説明するものとする。 

（１）条例第７条第１項又は第１０条第１項の申請書を市長に提出しようとする者

（以下「申請予定者」という。）の名称、代表者の氏名及び事務所の所在地 

（２）墓地等の名称及び所在地 

（３）墓地等の施設の概要 

（４）墓地等の維持管理の方法 

（５）工事着手予定日及び工事完了予定日 

（６）工事の方法及び安全対策の概要 

（７）意見の申出の期限及び方法 

２ 申請予定者は、説明会の開催を周知させるため、あらかじめ必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

３ 条例第５条第１項の近隣住民等は、次に掲げるものとする。 

（１）墓地又は納骨堂にあっては、その区域又は敷地の周囲からの距離が１００メ

ートルまでの区域の住民及び当該墓地の区域又は納骨堂の敷地に隣接した土地の

所有者 

（２）火葬場にあっては、その敷地の周囲からの距離が３００メートルまでの区域

の住民及び当該敷地に隣接した土地の所有者 

（３）墓地等が経営されることにより、前２号に掲げる者と同程度の影響を受ける

と認められる者 

４ 条例第５条第２項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の規則

で定める事項は、前項第１号又は第２号に掲げる者の氏名及び住所（法人にあって

は、名称、代表者の氏名及び事務所の所在地）とする。 

（意見の申出の期限等） 

第５条 条例第６条第１項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の

規則で定める日は、申請予定日から起算して３０日前の日とする。 
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２ 条例第６条第２項（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の規則

で定める事項は、意見を申し出た者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表

者の氏名及び事務所の所在地）とする。ただし、意見を申し出た者が個人である場

合は、当該事項を市長に報告することについて本人の同意が得られたときに限る。 

（経営許可の申請） 

第６条 条例第７条第１項の申請書は、様式第４号とする。 

２ 条例第７条第１項第６号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１）市長との協議日 

（２）標識の設置日 

（３）説明会の開催日 

（４）近隣住民等との協議日 

（５）工事着手予定日及び工事完了予定日 

３ 条例第７条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

（１）第２条第２項第１号から第８号まで及び第１０号から第１４号までに掲げる

書類 

（２）墓地にあっては、墓地の経営を行うことを理事会等の意思決定機関において

決定したことを証する書類 

（３）宗教法人が経営しようとする納骨堂にあっては、経営予定地が境内地である

ことを証する書類 

（墓地等の施設基準） 

第７条 条例別表の３の項（１）アの規則で定める緑地は、次に掲げるものとする。 

（１）樹木が生育する区画された土地（条例別表の３の項（１）アの生け垣等を設

ける部分を除く。）であって、次の基準のいずれかに適合するもの又は樹冠の面

積の大きさからみてこれと同等であると認められるもの 

ア１０平方メートル当たり高木（樹高が３メートル以上の樹木をいう。以下同じ。）

が１本以上あること。 

イ２０平方メートル当たり高木が１本以上及び低木（高木以外の樹木をいう。以

下同じ。）が２０本以上あること。 

（２）低木、芝その他の地被植物で表面が覆われている土地（条例別表の３の項（１）

アの生け垣等を設ける部分を除く。） 

２ 条例別表の３の項（１）アただし書の規定により、緑地の一部に代えて管理事務
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所、自動車の駐車のための施設等を設ける場合は、周辺の生活環境に配慮しなけれ

ばならない。 

（許可書の交付等） 

第８条 条例第９条第１項の経営許可書は、様式第５号とし、同項（条例第１１条第

１項において準用する場合を含む。）の不許可決定通知書は、様式第６号とする。 

２ 条例第１１条第１項において準用する条例第９条第１項の規定により許可をした

ときは、様式第７号の変更（廃止）許可書を交付するものとする。 

（変更許可等の申請） 

第９条 条例第１０条第１項の申請書は、様式第８号とする。 

２ 条例第１０条第１項第７号の規則で定める事項は、第６条第２項各号に掲げる事

項とする。 

３ 条例第１０条第２項において準用する第７条第２項の規則で定める書類は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

（１）墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設を拡張する場合 第２条第２項

各号並びに第６条第３項第２号及び第３号に掲げる書類 

（２）墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設を縮小する場合 次に掲げる書

類 

ア第２条第２項第１号から第６号まで及び第９号から第１４号までに掲げる書類 

イ墓地又は納骨堂にあっては、改葬が完了したことを証する書類 

（３）墓地等を廃止する場合 次に掲げる書類 

ア第２条第２項第１号、第２号、第１３号及び第１４号に掲げる書類並びに廃止

しようとする墓地等に係る土地の登記事項証明書及び公図の写し 

イ墓地にあっては、墓地を廃止することを理事会等の意思決定機関において決定

したことを証する書類 

ウ墓地又は納骨堂にあっては、改葬が完了したことを証する書類 

（一部改正〔平成２０年規則４０号〕） 

（都市計画事業等に係る墓地又は火葬場の届出） 

第１０条 条例第１３条の規定による届出は、様式第９号の墓地（火葬場）新設（変

更・廃止）届に、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を添付して

行わなければならない。 

（１）墓地又は火葬場の新設 第２条第２項第１号、第２号、第４号、第５号、第
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７号、第８号、第１１号、第１３号及び第１４号に掲げる書類 

（２）墓地の区域又は火葬場の施設の変更 第２条第２項第１号、第２号、第４号、

第５号、第９号、第１３号及び第１４号に掲げる書類 

（３）墓地又は火葬場の廃止 第９条第３項第３号に掲げる書類 

（工事の着手の届出） 

第１１条 条例第１４条（条例第１６条において準用する場合を含む。）の規定によ

る届出は、様式第１０号の工事着手届により行うものとする。 

（工事の完了の届出等） 

第１２条 条例第１５条第１項（条例第１６条において準用する場合を含む。）の規

定による届出は、様式第１１号の工事完了届により行うものとする。 

２ 条例第１５条第２項（条例第１６条において準用する場合を含む。）の検査済証

は、様式第１２号とする。 

（名称等の変更の届出） 

第１３条 条例第１７条の規定による届出は、様式第１３号の許可申請書記載事項変

更届に、同条第２号に該当するときは法人の登記事項証明書を、同条第３号に該当

するときは変更後の墓地の区画の配置図をそれぞれ添付して行わなければならない。 

（一部改正〔平成２０年規則４０号〕） 

（墓地使用契約約款の基準） 

第１４条 条例第１８条第１項の規則で定める基準は、別表に定める区分ごとにそれ

ぞれ定める事項についての条項が含まれていることとする。 

（立入調査の証明書） 

第１５条 条例第２０条第２項の証明書は、様式第１４号とする。 

（管理者の届出） 

第１６条 法第１２条の規定による届出は、様式第１５号の管理者設置（変更）届に

より行うものとする。 

（台帳の備付け） 

第１７条 市長は、墓地等の経営の許可に係る台帳を備え付け、常にその記載内容を

整理しておくものとする。 

（補則） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 
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この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月３０日規則第３１号） 

１ この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の様式の規定に基づき作成されている用

紙は、当分の間、必要な箇所を訂正し、又は従前の例により使用することができる。 

附 則（平成２０年１２月２５日規則第４０号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第２条第２項第１号に規定する公益社団法人又は公益財団法人には、一

般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第

５０号）第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含むものとす

る。 

附 則（平成２８年１月８日規則第２号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表（第１４条関係） 

区分 事項 

永代使用権型（契約

に基づき墓地の使用

権の設定を行うもの

であって、使用者の

地位を承継すること

ができるものをい

う。） 

１ 契約の目的 

２ 墓地の使用権の内容 

３ 墓地の使用に当たっての遵守事項 

４ 墓地の使用料の額 

５ 墓地の管理についての経営者と使用者の責任の分担 

６ 墓地の管理料の支払の責務並びに管理料改定の事由及

び手続 

７ 使用者の地位を承継した者の当該地位を承継した旨の

経営者に対する届出義務 

８ 使用者による契約の解除権並びに解除に伴う使用料及

び管理料の取扱い 

９ 経営者による契約の解除権並びに解除に伴う使用料及

び管理料の取扱い 

１０ 契約の終了の事由及び契約終了後における焼骨、墓石

等の取扱い 
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埋蔵管理委託型（契

約に基づき埋蔵及び

管理の委託を行うも

のをいう。） 

１ 契約の目的 

２ 委託事務の内容 

３ 埋蔵後一定年数を経過したときは、合葬墓又は納骨堂に

焼骨を移すことができる旨 

４ 埋蔵及び管理に係る委託料の額 

５ 委託者等（埋蔵及び管理を委託した者並びにその地位を

承継した者をいう。）による契約の解除権及び解除に伴う

委託料の取扱い 

６ 経営者による契約の解除権及び解除に伴う委託料の取

扱い 
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様式第１号（第２条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第４号（第６条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第５号（第８条関係） 

（全部改正〔平成２８年規則２号〕） 

様式第６号（第８条関係） 

（全部改正〔平成２８年規則２号〕） 

様式第７号（第８条関係） 

（全部改正〔平成２８年規則２号〕） 

様式第８号（第９条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第９号（第１０条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第１０号（第１１条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第１１号（第１２条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第１２号（第１２条関係） 

様式第１３号（第１３条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

様式第１４号（第１５条関係） 

様式第１５号（第１６条関係） 

（一部改正〔平成１７年規則３１号〕） 

 


